■「公共交通戦略（案）」に対する府民意見等と大阪府の考え方

※なお、いただいたご意見は、趣旨を損なわない範囲で一部要約したり、類似のご意見についてはまとめて公表しています。
	項目
	ご意見の内容
	大阪府の考え方

	基本的

方向性
	戦略の概要版においても、交通事業者と行政が協力して実施していく旨を入れた方がよいのではないか。
	ご意見を踏まえ、本戦略【概要版】に反映させていただきます。

	
	「鉄道ネットワークの充実」と「公共交通の利便性向上」、「公共交通の利用促進」に区分けしているのは、何故か。
	大阪・関西のさらなる成長のため、
・新たな鉄道整備の観点から「鉄道ネットワークの充実」

・ストックの有効活用の観点から、「公共交通の利便性向上」と「利用促進」を併せて取組む必要があると考えております。

	
	目指すべき姿までのスケジュール感を示していただきたい。
	本戦略は、公共交通に関する将来に向けた取組みの方向性を示したものであり、実現までのスケジュールは示していません。

今後、交通事業者をはじめ関係者と、戦略の実現に向けた取組みを進めてまいります。

	
	大阪府がどのような役割・立場をもって基礎自治体や事業者と連携し実現していくのか。
	本戦略の基本的な考え方については、P８にお示ししております。
今後、本府としては、広域的な視点で、交通事業者をはじめ関係者と、適切な役割分担を図りつつ、目指すべき姿の実現に向け、取組みを進めてまいります。

	鉄道

ﾈｯﾄﾜｰｸ
	なにわ筋線について

・「グランドデザイン・大阪」に示されている「中之島・周辺エリア」の魅力向上のため、なにわ筋線を事業化すべき。

・他路線との結節やルートについて、どのように考えているのか。
	個別路線については、今後、交通事業者をはじめ関係者と、事業実施に向けた検討を行い、事業実施の可否について判断していくこととしております。

	
	西梅田十三新大阪連絡線について

・ルートや運行形態について、どのように考えているのか。

・なにわ筋線と一体整備してはどうか（運行する事業者を南海と阪急に絞って）。
	

	
	北大阪急行延伸について

・モノレールでの代替計画を要望する。
	

	
	その他の路線について

・関西国際空港の活用方法として、泉北高速鉄道延伸（関西空港～和泉中央）の検討をお願い。
	本戦略では、「鉄道経営は民による経営が基本」との考え方のもと、整備後、中長期的に安定した経営が成り立つことを基本に、P１２のとおり、「料金収入により運営費が賄える路線」について、お示ししております。

なお、事業実施の際には、ご提案のとおり、まちづくりと一体的に取組むことが重要と考えており、今後、路線ごとに、交通事業者をはじめ関係者と、事業実施に向けた検討を行い、事業実施の可否について判断していくこととしております。

	
	その他の路線について

・京阪電車の中之島線を延伸させて千日前線と接続駅を作る。また、千日前線に乗入れさせてはどうか。
	

	
	事業実施に向けた検討について

・料金収入で運営費を賄うことを前提条件に事業実施の可否を検討するより、まちづくりと積極的に連携しながら事業実施に向けた検討を進めるほうが良いのではないか。
	

	利便性
向上
	相互直通運転について

・何処かで事故等が発生すると広範囲に影響がでることから、検討の際にはこういった点も配慮する必要がある。
	大阪・関西のさらなる成長、府民の暮らしの充実を図るためには、新たな鉄道整備とあわせて、ストックを有効活用し、利便性を向上させていくことが、重要だと考えております。

ご意見については、今後の検討の参考とさせていただきます。

	
	乗継駅への優等列車停車について

・優等列車停車による新たな便益と、既存の通過利用者の利便性低下を総合的に勘案し、慎重に判断する必要がある。
	

	
	情報案内の充実について

・観光振興のため、携帯やスマートフォンから、乗り換え案内など、現在地から目的地までの公共交通機関の移動を助けてくれる情報提供が必要。
	本戦略の取組みの一つとして、乗継案内とあわせ、観光集客の観点から、事業者や関係者と連携し、目的地や駅周辺の情報発信など、利便性の向上を図ることとしております。

ご意見については、今後の検討の参考とさせていただきます。

	
	自転車の利用促進について

・自転車に関する記述がない。短距離間の移動は自転車を使用するよう誘導すべき。
	ご提案の自転車の利用促進については、大阪府交通対策協議会において、自転車利用の「ルール周知･安全教育」、「指導取締りの強化」、「自転車通行空間の確保」を３本柱とする「自転車安全利用推進のための重点行動指針」を策定し、まずは、安全に利用してもらう取組みを進めています。

本戦略における公共交通は、P３にお示ししているとおり、大阪府において移動する際の代表的な交通手段となっている『鉄道』と『バス』などとしていますが、自転車に関連する取組みとして、P１８の駅前広場の整備、駅へのアクセスの充実、レンタサイクルの利用促進などを位置づけており、今後とも取組みを進めてまいります。

	
	バリアフリー化の推進について

・バス停の形状、バス車両、駅前広場の形状、駅へ至るまでの道、駅施設、鉄道車両などについてバリアフリー化を進めるべき。
	本戦略の取組みである、鉄道整備や鉄道の連続立体交差、乗継駅での改良などを取組む際には、バリアフリー化が図られるよう取組んでまいります。

	
	鉄道施設のバリアフリー等に関する取組みについて

・バリアフリー設備（エレベーターやホーム柵等）についての整備や維持管理に対する支援。

・老朽施設の管理維持や取替に対する支援。
	鉄道施設への対応については、これまでにエレベーターなどの整備に対して、一定の条件のもと補助を行ってまいりました。

今後とも、交通事業者、国、市町村等と連携し、適切な役割分担のもと取組んでまいります。

	利用促進
	福祉サービスについて

・「高齢者パス」や「子供用パス」の発行を要望する。


	本戦略の取組対象は、P８にお示ししているように、「鉄道ネットワークの充実強化」や「鉄道駅から観光地などの目的地を結ぶバスなどとの乗継ぎ」を取組対象としており、子育て支援・福祉サービスについては、地域の実情に応じ、地域の主体や交通事業者において検討されるものと考えております。

	その他
	公共交通における環境に関する取組みについて

・バスの燃料について、家庭用（業務用含む）使用済み油の回収と再利用をバス事業者に義務化すべき。

・EVタクシーの導入の義務化や、EVタクシー導入の際の支援制度を検討すべき。

・「エコ通勤優良事業者認証」（国土交通省の推進事業）の取得の義務化や取得の際の支援制度を検討すべき。


	公共交通は、二酸化炭素の排出量が少なく、環境に優しい移動手段であることから、本線略にもP２０にお示ししているとおり、「公共交通の利用促進」を位置付けており、これまでに、各種イベント等における啓発活動、小学校における交通環境学習プログラムの実施など、公共交通の利用促進に向けた取組みを進めております。

また、その他の環境に関する取組みとして、バス等の排ガス対策として生活環境の保全等に関する条例による流入車規制や、電気自動車（ＥＶ）などの多様なエコカーの普及、「おおさか交通エコチャレンジ推進運動」の実施による事業者の自主的な取組みの促進などを進めております。

	
	交通政策基本法との関係について

・公共交通戦略の目的や目指すべき姿と、交通政策基本法との関係性は。
	平成25年12月4日に公布・施行された「交通政策基本法」では、交通の機能の確保及び向上、交通による環境への負荷の低減などを基本理念としております。

その中で、自治体は、基本理念に沿った施策を策定し、実施していくことが示されており、本戦略は、この基本理念に沿ったものだと考えております。

	
	予算措置について

・公共交通に対する十分な予算措置をお願いする。


	今後、新たな財源の確保や民間の投資を促す新たな仕組みの構築など、これまでの枠組みにとらわれない柔軟な発想で、実現に向けた取組みを進めてまいります。

	
	地域間の連携強化について

・大阪の発展のためには、「キタ」への一極集中ではなく、第二極、第三極として「ミナミ」や「あべの・天王寺エリア」の発展も必要。これらのエリアも含まれているのか。
	ご指摘のとおり含まれております。

	
	地域公共交通の確保維持について

・行政の支援や公民分担の見直しが必要。


	地域公共交通への支援については、地元の実情に精通した地域が主体的に取り組んでいくことが必要と考えていますが、府としても広域的な観点からの助言、調整、また国の制度である地域公共交通確保維持改善事業の活用も含め、必要な役割を果たしてまいります。

	
	利用者の視点にたった取組みについて

・「大阪府民」の目線による「公共交通」の取組みが必要。


	公共交通は、高齢者から子供まで誰もが利用することができる基本的な移動手段であり、本戦略においても、利用者の視点にたった、乗継ぎ時の移動負担の軽減などにより、さらなる利便性の向上を図ることとしております。


12名の方から33件（うち意見の公表を望まないもの２件）のご意見をいただきました。どうもありがとうございました。
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